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業業務務及及びび財財産産のの状状況況にに関関すするる説説明明書書  

【平成 30年 3月期】 

 

 

 

 

 

         この説明書は、金融商品取引法第 46条の 4に基づき、全ての営業所に備え置き

公衆の縦覧に供するため作成したものです。 
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Ⅰ 当社の概況及び組織に関する事項  

１．商 号        

  ＤＢＪ証券株式会社 

 

 

２．登 録 年 月 日        

   平成 １９ 年 ９ 月 ３０ 日 

   （登録番号）       関東財務局長（金商）第 １４９ 号 

 

 

３．沿革及び経営の組織 

(1) 会社の沿革 

年    月 沿        革 

平成１０年１０月２２日 

平成１０年１１月２５日 

平成１１年  １月１９日 

平成１１年  ４月  １日 

 

平成１１年１２月２１日 

平成１２年  ４月１１日 

平成１２年１１月１６日 

 

 

 

平成１２年１２月  ８日 

 

平成１３年  ７月１３日 

 

 

平成１３年  ８月１３日 

平成１４年  ４月２３日 

 

平成１５年  ３月１３日 

 

 

平成１５年  ４月１６日 

平成１５年１０月 １日 

平成１６年 ２月１６日 

 

平成１６年１２月 ７日 

平成１６年１２月３０日 

「日立クレジット証券準備株式会社」設立 

「日立クレジット証券株式会社」に商号変更 

関東財務局に旧証券取引法に基づき登録 

「特定債権等に係る事業の規制に関する法律第２条第７項に

規定する小口債権販売業」開始 

「経営企画部」新設 

「有価証券の元引受」認可 

「参加利益権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係

る業務」開始 

「金銭債権信託受益権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは

代理に係る業務」開始 

「貸金業の規制等に関する法律第２条第１項に規定する貸金

業」開始 

「保険業法第２条第２２項に規定する保険募集」開始 

「他の事業者の経営に関する相談に応じる業務」開始 

「営業部」を「法人営業部」と「リテール営業部」に分割 

「特別目的会社の業務運営に係る事務の代行業務」開始 

「天候デリバティブ取引に係る契約の締結の媒介に関する業

務」開始 

「投資銀行部」新設 

「金銭債権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に係る

業務」開始 

「他の事業者の社員教育の支援に関する業務」開始 

「日立キャピタル証券株式会社」に商号変更 

「リミテッド・パートナーシップ等契約の締結の媒介、取次

ぎ若しくは代理に関する業務」開始 

「リテール営業部」廃止 

「特定債権等に係る事業の規制に関する法律第２条第７項に

規定する小口債権販売業」廃止 



 - 3 - 

平成１７年 ６月１７日 

 

平成１７年１０月１２日 

平成１８年  １月１３日 

 

平成１８年 ２月 ３日 

平成１８年  ２月１５日 

平成１９年 ９月３０日 

 

平成２２年 ８月 ２日 

 

平成２２年１０月 １日 

 

 

平成２３年 ４月 １日 

 

 

平成２３年 ５月 １日 

 

平成２３年 ８月 ３日 

平成２３年１０月 １日 

平成２３年１１月 ９日 

平成２３年１２月 ９日 

平成２４年 １月２５日 

 

平成２４年 ６月１４日 

平成２４年 ７月１３日 

 

平成２４年１０月１８日 

平成２４年１１月１５日 

 

平成２５年 ２月１２日 

平成２６年 ９月３０日 

平成２７年 ６月２６日 

平成２８年１０月２４日 

平成２９年 ４月 １日 

「金銭債権信託受益権の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは

代理に係る業務」廃止 

「信託受益権販売業」開始 

「特別目的会社の業務運営に係る事務の代行業務」廃止 

「他の事業者の業務運営に係る事務の代行業務」開始 

日立キャピタル信託株式会社に証券仲介業を委託 

「投資銀行部」廃止、「営業推進部」新設 

金融商品取引法（以下、「法」）に基づき第一種及び第二種金

融商品取引業の登録 

「その行なう業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又

は紹介を行なう業務（ビジネスマッチングに係る業務）」開始 

第二種金融商品取引業に関し、認定投資者保護団体である特

定非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターの

対象事業者としての登録を受ける 

第一種金融商品取引業に関し、指定紛争解決機関である特定

非営利活動法人 証券・金融商品あっせん相談センターと手

続実施基本契約を締結 

「業務部」を「経営企画部」に吸収、「法務・コンプライアン

ス部」新設 

株式会社日本政策投資銀行が株主として参画 

商号をＤＢＪ証券株式会社に変更 

「業務部」新設 

法第２条第１項第９号に定める有価証券の取扱開始 

法第２条第２項第３号乃至第６号に定める有価証券の取扱開

始 

「監査役会」を廃止、「監査役」を設置 

社債、株式等の振替に関する法律に基づき、(株)証券保管振

替機構に一般債振替に係る口座を開設 

「経営会議」「コンプライアンス委員会」設置 

法第２条第１項第６号乃至第８号、第１６号、及び第１９号

乃至第２１号に定める有価証券の取扱開始 

本店の所在地を東京都千代田区に移転 

株式会社日本政策投資銀行による１００％子会社化 

「他の事業者の社員教育の支援に関する業務」廃止 

本店の所在地を現所（東京都千代田区）に移転 

「内部監査室」新設 
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(2) 経営の組織 

                            （平成３０年３月３１日現在） 
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４．主な株主の氏名又は名称並びに当該株式の保有数及び議決権に占める割合 

（平成３０年３月３１日現在） 

氏名、商号又は名称 保 有 数 
総株主の議決権に占める当該株

式に係る議決権の数の割合 

１  株式会社日本政策投資銀行 

株 

１４，０００ 

 

（無議決権優先株式） 

－ 

株 

 ６，０００ 

％ 

１００ 

 

 

５．取締役及び監査役の氏名及び役職名（平成３０年３月３１日現在） 

役 職 名 氏   名 代表権 

の有無 

常勤・非 

常勤の別 

代 表 取 締 役          杉 本   健 有 常 勤 

取 締 役 中 村  欣 央 無 常 勤 

取 締 役 河 田   格 無 常 勤 

取 締 役          児 平  高 典 無 非 常 勤 

監 査 役          伊 藤      真 無 常 勤 

                                    以上 ５ 名 

 

 

６．金融商品取引業に関し、法令等を遵守させるための指導に関する業務を統括する者等と

して政令で定める使用人（平成３０年３月３１日現在） 

氏  名 役  職  名 

赤 坂   務 法務・コンプライアンス部長 

 

 

７．本店その他の営業所の名称及び所在地 

名   称 所  在  地 

本                店 
〒１００－０００４ 

東京都千代田区大手町一丁目９番２号 

  ※支店、営業所は設置しておりません。 



 - 6 - 

 

８．営んでいる業務の種別又は事業の種類 

 (1) 第一種金融商品取引業 

①有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代理 

②有価証券の私募の取扱い 

③有価証券の引受け 

④有価証券等管理業務 

  

(2) 第二種金融商品取引業 

   ①信託受益権（金銭債権、動産を信託財産とするものに限る）の私募の取扱い、媒介 

   ②匿名組合等出資に係る権利の私募の取扱い 

  

(3) 他に行っている事業の種類 

   ①貸金業法第２条第１項に規定する貸金業 

②金銭債権（有価証券に該当するものを除く。）の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理に

 係る業務 

③有価証券に関連する情報の提供又は助言業務 

④他の事業者の経営に関する相談に応じる業務 

⑤他の事業者の業務運営に係る事務の代行業務 

⑥その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

 

９．加入している投資者保護基金 

    日本投資者保護基金 

 

10．加入している金融商品取引業協会 

日本証券業協会 

 

11．加入している金融商品取引所 

      平成３０年３月末現在、加入している金融商品取引所はありません。 

 

12．業務に関する苦情処理措置及び紛争解決措置の内容 

  (1) 第一種金融商品取引業：指定第一種紛争解決機関である特定非営利活動法人 証券・金融商品あ

っせん相談センターとの間で、特定第一種金融商品取引業務に係る手続

実施基本契約を締結する措置 

  (2) 第二種金融商品取引業：認定投資者保護団体である特定非営利活動法人 証券・金融商品あっせ

ん相談センターの対象事業者として登録する措置 
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Ⅱ 業務の状況に関する事項 

１．当期の業務概要 

当期の我が国の経済状況は、先進国及び新興国の景気動向が総じて堅調であったことを反映し

た企業収益の好調、雇用情勢の改善、日銀による金融政策の緩和維持の影響等により、引き続き

緩やかな拡大傾向で推移し、日経平均株価も２万円を超える水準まで上昇しました。 

今後については、世界景気の回復を受けた輸出の増加基調が維持されること、東京五輪関連の

需要増加、及びそれらを受けた設備投資の増加等により、国内景気も緩やかな成長持続が見込ま

れるものの、一方で、国内では生産年齢人口の減少を背景とした人手不足が進み、一部の業種で

は供給制約に直面する等、持続的な成長への制約要因も顕在化しており、また、海外では、北朝

鮮、シリア情勢、米国の通商政策の変化等、世界経済の先行きに対する不安要因が顕在化しつつ

あり、留意が必要な状況であります。 

こうした状況下、当社は株式会社日本政策投資銀行（日本政策投資銀行）グループの証券子会

社として７期目を迎え、証券機能、アドバイザリー機能の発揮により金融サービスを提供してお

り、取扱商品の幅も徐々に広げております。 

業績面では、証券関連業務につき、取扱件数は前年並であったものの、複数の大型案件の取扱

があったことから大幅増収となり、日本政策投資銀行に対するファイナンシャルアドバイザリー

業務と併せて、営業収益は 528,259千円（前期比 196%）になりました。 

   

  ＜第一種金融商品取引業＞ 

･ 有価証券の売買の媒介、取次ぎ又は代理業務につきましては、取扱い実績がありませんで

した。 

･ 有価証券の私募の取扱い業務による手数料収入は、118,107 千円（前期比 117％）となり

ました。 

･ 有価証券の引受け業務につきましては、11,000千円（前期取扱い実績なし）となりました。 

･ 有価証券等管理業務による手数料収入は、2,192千円（前期比 110％）となりました。 

 

＜第二種金融商品取引業＞ 

・ 信託受益権の私募の取扱い等業務につきましては、取扱い実績がありませんでした。 

・ 匿名組合等出資に係る権利の私募の取扱い業務による手数料収入は、266,718千円 

（前期比 1,240％）となりました。 

 

＜その他の業務＞ 

・ 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業務（関連借入（アセットバックローン）斡旋業務）

につきましては、取扱い実績がありませんでした。 

・ 金銭債権（有価証券に該当するものを除く。）の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代理

に係る業務につきましては、取扱い実績がありませんでした。 

・ 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務による手数料収入は、118,230千円 

（前期比 99%）となりました。 

・ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務による手数料収入は、取扱い実績がありませ

んでした。 

・ 他の事業者の業務運営に係る事務の代行業務による手数料収入は、10,010千円 

（前期比 82%）となりました。 
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・ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務による手数料

収入は、2,000千円（前期比 27%）となりました。 

 

この結果、当期の営業利益は 219,165 千円、経常利益は 219,236 千円、当期純利益は 154,590 千円

となりました。 

 

２．業務の状況を示す指標 

  (1) 経営成績等の推移                                                 

 平成 30年 3 月期 平成 29年 3 月期 平成 28年 3 月期 

資 本 金 ５００百万円 ５００百万円 ５００百万円 

発 行 済 株 式 総 数 ２０，０００  株 ２０，０００  株 ２０，０００  株 

営 業 収 益 ５２８百万円 ２６９百万円 ２８７百万円 

（受 入 手 数 料           ） ５２８百万円 ２６９百万円 ２８７百万円 

（（引受・売出し手数料          ）） １１百万円 ── ── 

（（募集・売出し取扱い手数料）） ３８４百万円 １２２百万円 １４６百万円 

（（そ の 他          ）） １３２百万円 １４６百万円 １３６百万円 

（金 融 収 益           ） ── ── ── 

（ト レ ー デ ィ ン グ 損 益） ── ── ── 

（その他の商品売買損益） ―― ── ── 

純 営 業 収 益 ５２８百万円 ２６９百万円 ２８７百万円 

経 常 損 益 ２１９百万円 ２０百万円 ６６百万円 

当 期 損 益 １５４百万円 １５百万円 ４３百万円 

※トレーディング取引は実績がないため、内訳を省略しております。 
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(2) 有価証券引受・売買等の状況 

① 株券の売買高及びその受託の取扱高の推移（単位：百万円） 

           平成 27 年 4 月 1 日から平成 30 年 3 月 31 日までの期間中は、自己・委託ともに該当する

取引はありませんでした。 

 

      ② 有価証券の引受・売出し及び募集・売出し又は私募の取扱高（単位：百万円） 

 引受高 売出高 募集取扱高 売出取扱高 私募取扱高 

平

成 

３

０ 

年

３

月

期 

株 券 
── ── ── ── 16,799 

国 債 証 券 
── ── ── ── ── 

社 債 券 
2,000 ── ── ── 39,970 

受 益 証 券 
── ── ── ── ── 

コマーシャル・ 

ペ ー パ ー 

── ── ── ── ── 

そ の 他 
── ── ── ── ── 

平

成 

２

９

年

３

月

期 

株 券 
── ── ── ── 6,232 

国 債 証 券 
── ── ── ── ── 

社 債 券 
── ── ── ── 103,512 

受 益 証 券 
── ── ── ── 3,775 

コマーシャル・ 

ペ ー パ ー 

── ── ── ── ── 

そ の 他 
── ── ── ── 27,468 

平

成 

２

８

年

３

月

期 

株 券 
── ── ── ── ── 

国 債 証 券 
── ── ── ── ── 

社 債 券 
── ── ── ── 60,070 

受 益 証 券 
── ── ── ── ── 

コマーシャル・ 

ペ ー パ ー 

── ── ── ── ── 

そ の 他 
── ── ── ── 39,074 
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(3) その他業務の状況 

① 貸金業法第２条第１項に規定する貸金業            （単位：百万円） 

 平成 30年 3月期 平成 29年 3月期 平成 28年 3月期 

金銭債権の売買の媒介

による手数料 
── ── １ 

 

② 有価証券に関連する情報の提供又は助言業務          （単位：百万円） 

 平成 30年 3月期 平成 29年 3月期 平成 28年 3月期 

有価証券に関連する情

報の提供又は助言業務 

 

１１８ 

 

 

１１８ 

 

１１８ 

 

③ 他の事業者の経営に関する相談に応じる業務           （単位:百万円） 

 平成 30年 3月期 平成 29年 3月期 平成 28年 3月期 

他の事業者の経営に関

する相談に応じる手数

料 

 

── 

 

 

７ 

 

１ 

 

④ 他の事業者の業務運営に係る事務の代行業務          （単位：百万円） 

 平成 30年 3月期 平成 29年 3月期 平成 28年 3月期 

事 務 代 行 手 数 料 １０ １２ １４ 

 

⑤ その行う業務に係る顧客に対し他の事業者のあっせん又は紹介を行う業務 

        （単位：百万円） 

 平成 30年 3月期 平成 29年 3月期 平成 28年 3月期 

斡 旋 手 数 料 ２ ７ ０ 

 

⑥ その他 

     以下のその他業務については、平成 27年 4月 1日から平成 30年 3月 31日までの期間中取扱

実績がありませんでした。 

(1) 金銭債権（有価証券に該当するものを除く。）の売買又はその媒介、取次ぎ若しくは代

理に係る業務保険業法第２条第２６項に規定する保険募集業 

 

(4) 自己資本規制比率の状況 

 平成30年3月期 平成29年3月期 平成28年3月期 

自己資本規制比率（Ｃ／Ｇ） １０１９．４％ １４５３．６％ １６２２．２％ 

固定化されていない自己資本（Ｃ） １，３１５百万円 １，１４７百万円 １，１４３百万円 

リ ス ク 相 当 額 合 計 （ Ｇ ） １２９百万円 ７８百万円 ７０百万円 

 市 場 リ ス ク 相 当 額 ─── ─── ─── 

取 引 先 リ ス ク 相 当 額 ５６百万円    １８百万円      １５百万円 

基 礎 的 リ ス ク 相 当 額 ７２百万円 ６０百万円    ５５百万円 
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 (5) 使用人及び外務員の総数 

区     分 平成３０年３月期 平成２９年３月期 平成２８年３月期 

使  用  人  １９    人     １６   人 １０      人 

（うち  外務員）   １２    人      ９     人  ５      人 
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Ⅲ 財産の状況 

１．経理の状況 

(1)貸借対照表 

                                                          （単位：百万円） 

科                目 
当    期 

 (H30.3.31現在) 

前    期  

(H29.3.31現在) 

【資    産    の    部】 

    流 動 資 産 １，４３９ １，１８９ 

        現 金 ・ 預 金 １，２４９ １，１５２ 

        預 託 金 ０ ０ 

        そ の 他 １８９ ３７ 

    固 定 資 産 １ ２ 

        有 形 固 定 資 産 １ １ 

        無 形 固 定 資 産 ０ ０ 

        投 資 そ の 他 の 資 産 ０ ０ 

    繰 延 資 産 ── ── 

資 産 合 計 １，４４１ １，１９１ 

 

【負    債    の    部】 

    流 動 負 債 １０４ ５ 

        未 払 金 ２９ ３ 

        そ の 他 ７４ ２ 

    固 定 負 債 ── ── 

    引 当 金 ── ── 

負 債 合 計 １０４ ５ 

 

【純  資  産   の   部】 

株 主 資 本 １，３３７ １，１８６ 

 資    本    金 ５００ ５００ 

    資 本 剰 余 金 ５００ ５００ 

    利 益 剰 余 金 ３３７ １８６ 

       利 益 準 備 金 ── ── 

       そ の 他 利 益 剰 余 金 ３３７ １８６ 

         別 途 積 立 金 ── ── 

        繰 越 利 益 剰 余 金 ３３７ １８６ 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 ── ── 

新 株 予 約 権 ── ── 

純 資 産 合 計 １，３３７ １，１８６ 

負 債 ・ 純 資 産 合 計 １，４４１ １，１９１ 

                                      注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 
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※貸借対照表に関する注記 

①関係会社に対する金銭債権債務 

    (ⅰ)短期金銭債権   １２百万円 

    (ⅱ)短期金銭債務    ０百万円 

 

(2)損益計算書 

                                                        （単位：百万円） 

科            目 当    期 

（平成29年 4月 1日から 

平成30年 3月31日まで） 

前    期 

（平成28年 4月 1日から 

平成29年 3月31日まで） 

営 業 収 益 ５２８ ２６９ 

  受 入 手 数 料 ５２８ ２６９ 

  そ の 他 の 商 品 売 買 損 益 ──── ──── 

  金 融 収 益 ──── ──── 

金 融 費 用 ──── ──── 

純 営 業 収 益 ５２８ ２６９ 

  販 売 費 ・ 一 般 管 理 費 ３０９ ２４８ 

営 業 利 益 （ 又 は 営 業 損 失 ） ２１９ ２０ 

 営 業 外 収 益 ０ ０ 

 営 業 外 費 用 ０ ０ 

経 常 利 益 （ 又 は 経 常 損 失 ） ２１９ ２０ 

 特 別 利 益 ──── ９ 

 特 別 損 失 ──── ６ 

税引前当期純利益（又は税引前当期純損失） ２１９ ２３ 

法 人 税 等 ６９ ４ 

法 人 税 等 調 整 額 △４ ３ 

当 期 純 利 益 （ 又 は 当 期 純 損 失 ） １５４ １５ 

                                        注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ※損益計算書に関する注記 

  ①関係会社との取引高 

   (ⅰ)営業取引による取引高の総額 

     営業収益 １１８百万円 

  営業費用   ０百万円 

 

   (ⅱ)営業取引以外の取引による取引高の総額 

     該当事項はありません。 
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(3)株主資本等変動計算書 

                                                                        （単位：百万円） 

                                           当    期   前   期 

                                                         (H30.3.31)     (H29.3.31)  

株 主 資 本 

     

 資本金 前期末残高 500 500 

当期変動額          新株の発行等 ― ― 

当期末残高 500 500 

資本剰余金   

 資本準備金 前期末残高 500 500 

当期変動額           新株の発行等 ― ― 

当期末残高 500 500 

 その他資本剰余金 前期末残高 ― ― 

当期変動額 ― ― 

当期末残高 ― ― 

資本剰余金合計 前期末残高 500 500 

当期変動額 ― ― 

当期末残高 500 500 

利益剰余金   

 利益準備金 前期末残高 ― ― 

当期変動額        剰余金の配当 

利益準備金の積立 

― 

― 

― 

― 

当期末残高 ― ― 

 その他利益剰余金   

     別途積立金 前期末残高 ― ― 

当期変動額 ― ― 

当期末残高 ― ― 

   繰越利益剰余金 前期末残高 186 181 

当期変動額          剰余金の配当 

利益準備金の積立 

別途積立金の積立 

利益処分による役員賞与 

      当期純利益 

△3 

― 

― 

― 

154 

△10 

― 

― 

― 

15 

当期末残高 337 186 

利益剰余金合計 前期末残高 186 181 

当期変動額 150 4 

当期末残高 337 186 
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 自己株式 前期末残高 ― ― 

当期変動額        自己株式の処分 ― ― 

当期末残高 ― ― 

株主資本合計 前期末残高 1,186 1,181 

当期変動額 150 4 

当期末残高 1,337 1,186 

 評価・換算差額等   

 その他有価証券評価差額金 前期末残高 ― ― 

当期変動額（純額） ― ― 

当期末残高 ― ― 

繰延ヘッジ損益 前期末残高 ― ― 

当期変動額（純額） ― ― 

当期末残高 ― ― 

土地再評価差額金 前期末残高 ― ― 

当期変動額（純額） ― ― 

当期末残高 ― ― 

評価・換算差額等合計 前期末残高 ― ― 

当期変動額 ― ― 

当期末残高 ― ― 

新株予約権 前期末残高 ― ― 

当期変動額（純額） ― ― 

当期末残高 ― ― 

純資産合計 前期末残高 1,186 1,181 

当期変動額 150 4 

当期末残高 1,337 1,186 

                                        注）金額は、百万円未満を切り捨てて表示しております。 

 ※株主資本等変動計算書に関する注記 

① 当事業年度の末日における発行済株式の数     20,000株 

② 当事業年度の末日における自己株式の数      該当ありません 

③ 当事業年度中に行った剰余金の配当に関する事項  10百万円配当しております 

           （平成 29年 3月 31日を基準日とし、6月 30日に配当） 

④ 当事業年度の末日における新株予約権に関する事項 該当ありません 

 

２．借入金の主な借入先及び借入金額 

平成３０年３月末現在、借入金はございません。 

 

 ３．保有有価証券の状況 

平成３０年３月末現在、保有する有価証券はございません。 
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 ４．デリバティブ取引の状況 

  平成３０年３月末現在、該当する取引はございません。 

 

 ５．財務諸表に関する監査法人等による監査の有無 

  平成３０年３月期の財務諸表については、会社法第４３６条第２項第１号に基づき、有限責任

監査法人トーマツによる監査を受けており、問題ない旨の「独立監査人の監査報告書」を受領し

ております。 

 

Ⅳ 管理の状況 

１．内部管理の状況の概要 

  内部管理統括責任者の指揮・命令のもと法務・コンプライアンス部の責任者（内部管理責任者）

と法人営業部の責任者（営業責任者）が連携して日常業務のチェックに努めております。また、

法令・財務等については監査役と内部管理統括責任者が連携して、その管理に努めております。 

 

２．分別保管の状況 

   (1)  顧客分別金（平成３０年３月末現在） 

項   目 金額（単位：百万円） 

直近差替計算基準日の顧客分別金必要額 ──── 

顧 客 分 別 金 信 託 額 ０ 

期 末 日 現 在 の 顧 客 分 別 金 必 要 額 ──── 

 

   (2)  有価証券の分別保管（平成３０年３月末現在） 

① 保護預り有価証券 

有価証券の種類 国 内 証 券 外 国 証 券 

株  券 ─  千株 ──  千株 

債  券 １１６，２７７ 百万円 ── 百万円 

受益証券 ── 百万円 ── 百万円 

新株引受権証書 ── 百万円 ── 百万円 

外国証書 ────         百万円 

コマーシャル･ペ

ーパー 
────         百万円 

 

② 受入代用有価証券（時価） 

      平成３０年３月末現在、受け入れている代用有価証券は、株券・債券・受益証券・ 

    新株予約権証書のいずれについてもございません。 

  

③ 保管の状況 

  顧客の有価証券は株式会社証券保管振替機構にて管理しており、各顧客の預託分については

会社の帳簿によって判別できるよう管理しております。また、平成３０年３月末の保管状況に

ついては、有限責任監査法人トーマツによる監査を受けており、当該業務の適正性につき問題

がない旨の報告を受けております。 
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Ⅴ 連結子会社等の状況 

    該当はございません。 

 

 

以  上 


